
経済危機対策についての緊急アピール 
 

世界的な経済危機の影響を受け、国では昨年度来、数次にわた

り経済対策を実施してきたものの、平成２１年３月の九州・山口

各県の有効求人倍率がほとんどの県で全国平均を下回るなど、経

済・雇用情勢は依然として厳しい状況にある。 

こうした中、「経済危機対策」（国費１５．４兆円）が新たに

打ち出されたことについては高く評価するものであり、「経済危

機対策」関連法案についても、早期に成立されることを期待する

ものである。 

九州地方知事会としても、「経済危機対策」に盛り込まれた各

種施策を地方の創意工夫により柔軟かつ機動的に活用すること

により、その効果が九州・山口各県に早期に波及し、一日も早い

県民生活の安定が実現するよう、全力を傾注していく。 
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